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	件名　電子契約の事前の承諾に係るデータ交換協定書の締結方法に関する修正について



◎ 改善要求内容（問題点、改善案、理由について詳しくお書きください）

【要求内容】
1. 改訂内容および理由
建設工事の請負契約締結において、電子的な締結は、建業法第19条3項（※）に「当該契約の相手方の承諾を得て」可としている。また、相手方の承諾は、建業法施工令第5条の5（※）に「書面又は電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法」で可とし、相手方に示す電磁的措置は、建業法施行規則第13条の6第1項ロ（※）で「当該契約の相手方の閲覧に供し、当該電子計算機に備えられたファイルに承諾等をする旨を記録する方法」で可としている。
上記各条文から発注者と取引先で「データ交換協定書」を締結する場合、必ずしも記名、押印や電子署名、電子証明書を求めるものではないと解釈できる。
一方で、現行の「建設工事の電子契約についての解説」ガイドラインは、記名、押印や電子署名、電子証明書を求める内容となっており、建業法、施工令、施行規則に準じて当該ガイドラインの改訂を求める。
なお、当該ガイドラインは、2002年（平成14年）2月に制定されたものであり、その後の法改正（施行規則第13条の2は、第13条の4に改訂等）が反映されていないことから、全体的な見直しが必要である。

※建業法、建業法施工令、建業法施行規則の条文については、4項参照

2. 改訂対象
1 建設工事の電子契約についての解説 「建設業法施行規則第 13 条の 2 第 2 項に規定する 『技術的基準』に係るガイドライン」の解説　平成14年2月　監修 国土交通省総合政策局建設業課 編著・発行 財団法人建設業振興基金　P.43、P.47
2 CI-NET LiteS 利用者のための建設工事の電子契約についての解説 「建設業法施行規則第 13 条の 2 第 2 項に規定する 『技術的基準』に係るガイドライン」の解説　2004年6月　財団法人建設業振興基金　P.211、P.255
3 CI-NET LiteS 実装規約 Ver.2.2 ad.0 指針・参考資料(20240830) 一般財団法人 建設業振興基金 情報化評議会　D.Ⅷ. CI-NET LiteS 利用者のための建設工事の電子契約についての解説　P.248、P.296

3. 具体的な箇所および記載
具体的な箇所は、上記①資料のページにて示す。

(1)  P.43　参考資料 6. CI-NET LiteS システムを用いた電子契約

変更前
---------開始----------
	●電磁的措置の種類および内容に係る相手方の事前の承諾 
CI-NET 標準では、承諾を得たことの確認として、「データ交換協定書」等に記名押印して取り交わすのが一般的です。「データ交換協定書」の雛型は CI-NET 標準の中に記載されています。


----------終了----------

変更後
----------開始----------
	●電磁的措置の種類および内容に係る相手方の事前の承諾 
CI-NET 標準では、承諾を得たことの確認として、「データ交換協定書」等を用いて、記名押印またはメールやホームページで電子的に承認記録を残す方法などが選択できます。「データ交換協定書」の雛型は CI-NET 標準の中に記載されています。


----------終了----------

(2)  P.47　Q10の解説
 変更前
---------開始----------
	Q10. 電子契約を行うことについて相手方の承諾を得るには、必ず書面で協定書、覚書等を取り交わさなければならないのでしょうか。
電子契約を行うことについて相手方の承諾を得るための協定書、覚書等は、必ずしも書面である必要はなく、電磁的方法で取り交わしても構いません。また電子的に取り交わした協定書、覚書等については、電子署名や電子的な証明書の添付といった要件は法律では定められていません。しかし、後日の確認のためには契約書と同様に電子署名と電子的な証明書を添付して受け渡す措置が推奨されます。


----------終了----------

変更後
----------開始----------
	Q10. 電子契約を行うことについて相手方の承諾を得るには、必ず書面で協定書、覚書等を取り交わさなければならないのでしょうか。
電子契約を行うことについて相手方の承諾を得るための協定書、覚書等は、必ずしも書面である必要はなく、電磁的方法で取り交わしても構いません。また電子的に取り交わした協定書、覚書等については、電子署名や電子的な証明書の添付といった要件は法律では 定められていません。


----------終了----------

4. 参考
改善要求の根拠を以下に示す。

建業法第19条3項
建設工事の請負契約の当事者は、前二項の規定による措置に代えて、政令で定めるところにより、当該契約の相手方の承諾を得て、電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法であって、当該各項の規定による措置に準ずるものとして国土交通省令で定めるものを講ずることができる。この場合において、当該国土交通省令で定める措置を講じた者は、当該各項の規定による措置を講じたものとみなす。

建業法施工令第5条の5
建設工事の請負契約の当事者は、法第十九条第三項の規定により同項に規定する国土交通省令で定める措置（以下この条において「電磁的措置」という。）を講じようとするときは、国土交通省令で定めるところにより、あらかじめ、当該契約の相手方に対し、その講じる電磁的措置の種類及び内容を示し、書面又は電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法であって国土交通省令で定めるもの（次項において「電磁的方法」という。）による承諾を得なければならない。
２前項の規定による承諾を得た建設工事の請負契約の当事者は、当該契約の相手方から書面又は電磁的方法により当該承諾を撤回する旨の申出があつたときは、法第十九条第一項又は第二項の規定による措置に代えて電磁的措置を講じてはならない。ただし、当該契約の相手方が再び同項の規定による承諾をした場合は、この限りでない。

建業法施行規則第13条の6
令第五条の五第一項の国土交通省令で定める方法は、次に掲げるものとする。
一　電子情報処理組織を使用する方法のうちイ又はロに掲げるもの
イ　建設工事の請負契約の相手方の使用に係る電子計算機から電気通信回線を通じて建設工事の請負契約の当事者の使用に係る電子計算機に令第五条の五第一項の承諾又は同条第二項の申出（以下この項において「承諾等」という。）をする旨を送信し、当該電子計算機に備えられたファイルに記録する方法
ロ　建設工事の請負契約の当事者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録された前条に規定する電磁的方法の種類及び内容を電気通信回線を通じて当該契約の相手方の閲覧に供し、当該電子計算機に備えられたファイルに承諾等をする旨を記録する方法
二　電磁的記録媒体をもつて調製するファイルに承諾等をする旨を記録したものを交付する方法
２　前項各号に掲げる方法は、建設工事の請負契約の当事者がファイルへの記録を出力することにより書面を作成することができるものでなければならない。
３　前項第一号の「電子情報処理組織」とは、建設工事の請負契約の当事者の使用に係る電子計算機と、当該契約の相手方の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織をいう
以上



（№　S-2024-002）
CI-NET標準ビジネスプロトコルおよびCI-NET LiteS実装規約に係る
改訂チェックリスト

CI-NET標準ビジネスプロトコルおよびCI-NET LiteS実装規約に係る改訂に関して、下記に示す項目についてチェック（○、×）を行い、問題がある場合にはその内容および改善の方向等について「指摘事項等」の欄に記載するものとする。
	審議･検討日
	2024年10月29日

	審議機関
	（委員会／WG名等を記載）
標準委員会／LiteS規約WG



	改訂内容
	（提案者、対象メッセージ、新規項目名称・摘要等を記載）
データ交換協定書の締結に関するガイドラインの修正について



	チェック項目
	
	ﾁｪｯｸ
	指摘事項等

	1.既存ユーザへの影響度合い
	①実稼動しているシステムの改修度合
	○
	

	
	②業務の見直し、変更への影響度合
	○
	

	
	③いずれのユーザの負担が大きいか
	○
	

	
	④及ぼす影響の具体的な範囲や内容が見えているか否か
	○
	

	
	⑤即時の対応が可能か否か
	○
	

	
	⑥立場の違いなく対応が可能か否か
	○
	

	2.各社固有の業務要件か
	①他ユーザの賛同の有無
	○
	

	
	②業務の変更による対応可否の検討有無
	○
	

	3.印刷要件か
	①各社の帳票出力に依存する項目が否か
	／
	

	4.二重要件か
	①他項目での類似機能がないか
	／
	

	5.定義の明確化

	①類似項目との違いは明確か
	／
	

	
	②規約全体を通して定義を明確にしているか
	／
	

	6.改訂の緊急度
	①即時対応の必要性の有無
	○
	



	審議結果
	(単に承認／非承認だけでなく、そのような結果となった理由等も記載)
2024年度　標準委員会第3回　資料1　【承認】
・本CRの内容を踏まえて、データ交換協定書、電子契約解説書等、全体を見直していくということで良いか。
⇒CRの内容を踏まえて、全体的に見直しを検討していく。特に、紙だけでなく、クラウドによる締結も可能となるような表現に見直す想定である。
⇒見直しを検討していくということで、当該CRは承認とする。

	今後の対応
	(上部審議機関への申し送り事項／差戻しの場合の再審議ポイントの提示など)
CR承認のため、今後は指針・参考資料を更新





	【チェック欄の凡例】
○：問題なし
△：やや問題あり／指摘事項に対する配慮があるとよい
／：対象外／該当しない
×：問題あり／指摘事項への対応が必要
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